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報道発表資料 

令和６年７月31日 

独立行政法人国民生活センター 

公益社団法人日本通信販売協会 

 

国民生活センターと日本通信販売協会の名称を 

悪用する〇〇ペイ返金詐欺業者にご注意ください 

 

〇〇ペイ等のコード決済サービスを悪用して金銭を騙し取る手口に関する相談が増加していま

す。この手口の中で、国民生活センターと公益社団法人日本通信販売協会（略称＝JADMA）の名称

を悪用しているケースを確認しました。 

国民生活センター及びJADMAが特定の事業者の取引に協力することはあり得ません。「〇〇ペイ

で返金する」と言われたら詐欺を疑ってください！LINEでのやり取りを持ちかけられてもそちら

に移動しないでください！ 

  

 

 

図１ 手口の流れ 

①ネットショッピングで商品を購入･決済後、

｢欠品のため返金する｣という案内が届く 

 

 

 

 

②LINEで返金手続き方法を案内される 

 

③相手の指示どおりに操作する 

※画面共有を促される場合もある 

 

④返金されるはずが相手方に送金してしまう 

 

 

 

返金手続きにあたっての相談機関・協力機関として、 
国民生活センター及び JADMAの名称が悪用されています！ 
（詳細は次ページ参照） 
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図２ 実際に消費者に届いたLINEでのメッセージ（赤枠は国民生活センターにて追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記のやり取りの後、「コード決済アプリをインストールの後、本人確認完了後、ご連絡ください」

といったメッセージが届き、あたかも消費者にコード決済で返金するかのように思わせる。 

 

 

返金手続きの協力機関として 

国民生活センターの名称及び 

消費者ホットライン 188が記載されていますが、 

国民生活センターや消費生活センター等が 

特定の事業者の取引に協力することはありません。 

返金手続きの相談機関として JADMAの名称及び 

電話番号が記載されていますが、 

JADMAが特定の事業者の取引に協力することは 

ありません。 

また、JADMAの公式 LINEは存在しません。 


